
「ことぶき荘」の財産処分について

(1)処分方法

○市と土地所有者の間で締結 した土地賃貸借契約書では、

0「市は、使用目的を廃止 したとき、土地を返還するときは、市が建設 した建物等

を自らの負担で取 り払い、土地所有者に返還」

。「市が建設した建物等を第二者に譲渡することを土地所有者が承諾 したときは、

建物等を取 り払 うことなく返還できる」と規定

○市が建物等を解体 して土地を返還する場合、解体撤去費用が高額となる見込み

⇒以上のことから、更地にして土地を返還するのではなく、土地所有者の承諾を得て

第二者へ譲渡することとする。

V  (2)譲
渡先

○財産の第二者への譲渡は、公平性・透明性の観点から公売が原則

○土地賃貸借契約書により、第二者に譲渡する場合は土地所有者の承諾が必要

○土地所有者からは、「所有者が誰になるかわからない状態での建物の譲渡は反対。

ただし、現在利用 している団体 (NPO法人さぽ―とセンターぴあ)であれば、譲
渡もやむを得ない」との申出書が提出されている。 (H28.4。 1付 )

ONPO法 人からも市に対 して「ことぶき荘の譲渡に関する要望書」が出されてぃる

(H25,12.17付 )

⇒以上のことから、譲渡先を「NPO法 人さぽ―とセンターぴあ (自 立研修所 ビーン
ズ)」 とする。

V

(3)譲渡方法

○「NPO法 人さぽ―とセンターぴあ」は、障がい者福祉サービス事業・就労継続支
援 B型 (通所 して授産的な活動を行い、工賃をもらいながら利用する)を行 う公益

性のある団体である。

○市の障がい者計画・障がい福祉計画により、「障がいのある人の雇用 ′(就労)の場
の確保」のため、福祉的就労の場を提供 し、障がいのある人が安心して働けるため

の支援を行わなければならない。

○市としては、譲渡をすることにより解体費用が発生しなくなる。

⇒本来であれば適正価格での売却 (有償譲渡)が原則であるが、公益性のある団体で

ある「NPO法 人さぽ―とセンターぴあ」への譲渡が、市の障がい者計画・障がい福
祉計画に合致すること、譲渡により市の解体費用が発生しなくなることを鑑み、今回

の譲渡については無償での譲渡とする。


